




The Signifi cance and Limitation of the Historical Dialogues:






























































































































































は出ないんです。そのかわりに、第 5項目には「Resolved to substitute for historic rivalries a fusion of their 
essential interests; to establish, by creating an economic community, the foundation of a broad and independent 
community among peoples long divided by bloody confl icts; and to lay the bases of institutions capable of giving
direction to their future common destiny」とあります。つまり、かつての血に染まった戦争を乗り越えて、



















































































































































































































































1,353人です。これが 2005年には 7,000人。確かに上下もありますけれども、2005年と 2006年がやっ
ぱり山がありまして、今ちょっと下火ですけれども、それでも毎年数千人単位の受験者がいます。私
は、少しだけかじる程度ですけれども、韓国語を学んだのは 1970年なんですけど、そのときは本当
に日本人で韓国語を学ぶ人はほとんどいなかった。うちの妻は韓国語を東京の語学学校で教えていま
したが、ものすごく熱心な生徒がいましたし、その中には確かに宇都宮大学で国際関係を教えていた
若い先生もいました。その人は、アジア女性基金が皆さんから資金を募集していたので、自分の給料
の一部を送った。そういう質が、いまは、量となってきています。
（3）言語教育
一つの大きなバリアがありますが、これは日本の公立学校での「英語イコール外国語」主義なんで
す。皆さんはちょっと驚きますけれども、日本の高校の 99.01%は、英語以外の外国語を教えない。
つまり、第 2外国語というのを教えているのは、日本では公立高校の 0.99%のみ。1%未満です。はっ
きり言うと、これはほかの国に比べれば、スキャンダルなんです。ヨーロッパではちょっと考えられ
ないのです。アメリカ人ですら、日本人より外国語を高校で学んでいるぐらいなんですね。つまり英
語だけをとると確かに日本人は学んでいるけれども、でも、何カ国語を学んでいるかというと、つま
り第 2の外国語を勉強するアメリカ人の数のほうが日本人より多いです。これはどういうところから
来るかというと、日本の金太郎飴主義というか、「アイスクリームは何を食べますか？」「バニラ！」
つまりみんな同じ横並び。アジア、隣国の言語を高等学校で教えていないというのは、中央政権はい
ろんなことは言うけれども、実行していないということです。それと、もちろん日本では国語政策が
ありますから、日本は国内の少数民族の言語教育を支援していない。そういう側面もございます。
（4）メディアの役割
じゃあ、もう一つの肯定的な例なんですけれども、日本でできることでヨーロッパでできないこと
は何かというと、新聞、メディアの力。日本の新聞、例えば全国紙の、朝日、読売、毎日、日経。産
経はちょっと特別な側面をもった全国紙です。地方紙を入れるとたくさんの、例えば北海道新聞、中
日新聞、西日本新聞、その他、ものすごい発行部数をもっています。ですから、影響力はヨーロッパ
の新聞よりはるかに大きいんです。例えばドイツだったら、発行部数が一番多い新聞は南ドイツ新聞
です。46万部の微々たるものです。確かイギリスのテレグラフは 100万部までは行っていたんですけ
れども、今はどうか知りません。私が勤めていたイギリスのインディペンデントは、当時は 26万部
です。ですから、新聞には資金もありますし、そして日本の新聞はニュースがつくりたいんです。そ
のためには、ルーブルとか、あるいはピラミッドの神秘とか、そういう特別企画をやっていて、読売、
朝日など後援をやるわけです。それによって今度は 1面には、我が社が遠くはるばるから持ってきた
歴史対話の重要性と限界 81
世界遺産だと報道されます。
そういうことをやるよりは、むしろ近隣諸国との関係に貢献すればいいと思います。そういう実例
は何回かありますよ。例えば若宮さんが朝日でやっていることで、渡辺恒雄さんと一緒にやった。小
泉首相の靖国参拝を批判するきっかけになって、歴史をどうさばくか、戦争責任をどう考えるかとい
うことを書いたわけです。若宮さんは、例えば韓国のパクユハ（朴裕河）という教授がいるんですけ
ども、「和解のために」という随筆の日本語翻訳に貢献したそうです。そして朴教授は外国人として
初めて大仏次郎論壇賞を「和解のために」がきっかけで受賞することになったのです。大きな出来事
ではないかもしれないが、私が思うには歴史問題においての総合理解促進の面で、メディアが果たせ
る役割の極めていい例です。
もう一つは、西日本新聞の場合はプサンイルボ（釜山日報）と長年の交流がありまして、実は半年
ごとにお互いの新聞記者を派遣するんです。派遣して、そしてお互いの言語を学んでお互いの新聞に
記事を書くわけです。
（5）政府の役割
幾つかの問題を解決するのにも、政府がとれる処置もあるんです。例えば文化財なんですけれども、
どうして韓国の文化財は日本にたくさんあるのか。それは植民地時代に、多くの在朝鮮の日本人がい
ろんな文化財を持ち帰ったのです。当時は同じ国ですからそれは当然のことだけれども、今になって、
韓国からそのためにひどく糾弾されるのです。それは我々の文化財、我々のアイデンティティーを日
本が奪ってしまったと。日本でこれはほとんど知られていないのです。ところが、ある日突然、例え
ばある大阪の実業家が、おじいさんが亡くなって、おじいさんはたくさんの韓国の文化財を持ってい
たということが判明した。韓国に返したい。ところが、それはまず相続税、それから贈与税。とにか
く韓国に戻すことは、個人にとっては大変な金銭的な負担があるわけです。これを可能にするために
は、まず文化庁と交渉しなくてはいけない。文化庁に交渉しに行くと、そんなこと日本に残すと税金
を免除するけれども、外国にやるんだったらしないと。縦割り行政のひどいところで、日韓関係につ
いての総合的な理念がない。
いろいろたくさん話してしまったので皆さんもお疲れでしょう。けれども、お聞きのとおり、懸案
問題、やれるところはまだいっぱいあるのではないかと思います。長々のご静聴ありがとうございま
した。（拍手）
